




ップ報告論文集 = 2014年度 南京大学京都大学社会学人类
学研究生???告? = The Proceeding of Kyoto University-


























る」ことを主要内容とする計画生産政策は、 2013年 11月の共産党の「第 18期中央委員会





①このような政策の背景の下、 「片方が一人っ子の夫婦」 （以下、 「単独夫婦」）は果た
して積極的に中央や地方の呼びかけに応じて二人目を作るのか

























































表1 都市青年既婚者調査サンプル概要 (n=558) 
変量 種類 人数（人比例（覧） 変量 種理 人数（人 比例（払）
都市
南京 291 52. 2 卸小売業 102 18. 3 
保定 267 47. 8 宿泊飲食業 55 9.9 
性別
男 149 26. 7 業種 教育 193 34.6 
女 409 73. 3 衛生 ・社会活動 71 12. 7 
出生 1980年以前 153 27.4 公共行政 ・社会組織 137 24.6 
年代 1981～1985年 242 43.4 身分
一人っ子 （独生） 254 45. 5 
1986年以后 163 29. 2 非一人っ子（非独生） 304 54. 5 
文化
専門学校以下 217 39.0 婚姻 両一人っ子夫婦 （双独） 156 28. 0 
程度 学部卒 268 48. 1 類型 片一人っ子夫婦 （単独） 186 33. 3 









1人以下 2人 3人以上 1人以下 2人 3人以上夫婦類型
片一人っ子夫婦 （単独） 14.2 82.5 3.3 24.2 73.1 2.7 
同一人っ子夫婦 （双独） 20.1 74.7 5.2 34.2 62.6 3.2 
両非一人っ子夫婦（双非） 13.9 81.5 4.6 24.1 70.4 5.6 
合計 15.7 79.9 4.3 26.9 69.1 4.0 






















る。比較して言えば、 「双非夫婦」は強い二人目出産意思を持っており、 一方 「単独夫婦」
と 「双独夫婦Jの意思は余り違わない。
表3 夫婦類型別の政策出産数の差異（免）
夫婦類型 「双独二抜」 政策出産数 （N二548) 「単独二抜」 政策出産数 （N二524)
2人 1人 l人以下 2人 l人 l人以下
片一人っ子夫婦 （単独） 49. 7 50. 3 0.0 48. 3 51.7 0.0 
両一人っ子夫婦 （双独） 51. 0 47. 7 1. 3 50. 0 49. 3 0. 7 
両非一人っ子夫婦（双非） 65. 7 33. 3 1. 0 63. 7 33.8 2. 5 
合計 56. 2 43. 1 0. 7 54. 8 44. 1 1. 1 






指標 夫婦類型 N 平均数 ホ示准差 F Sig. 
片一人っ子夫婦 （単独） 183 1.90 .426 1.087 .338 
理想の 両一人っ子夫婦 （双独） 154 1.86 .541 
子どもの数 両非一人っ子夫婦 （双非） 216 1.94 .611 
合計 553 1.90 .536 
片一人っ子夫婦 （単独） 182 1.77 .503 2.182 114 
出産の望む 両一人っ子夫婦 （双独） 155 1.70 .823 
子どもの数 両非一人っ子夫婦 （双非） 216 1.86 .806 
合計 553 1.79 .728 
片一人っ子夫婦 （単独） 185 1.50 .501 5.699 .004 
“双独二抜” 両一人っ子夫婦 （双独） 153 1.50 .527 
政策出産数 両非一人っ子夫婦（双非） 210 1.65 .498 
合計 548 1.55 .512 
片一人っ子夫婦 （単独） 176 1.48 .501 3.642 .027 
“政単策独出二産該数” 両一人っ子夫婦 （双独） 144 1.49 .515 両非一人っ子夫婦 （双非） 204 1.61 .536 













表 5のように、 2014年の二都市の調査においては、 「単独夫婦Jの二人目を生みたいと














579 182 182 
63. 0 24. 2 51. 7 
36. 1 73. 1 48. 3 
0.9 2. 7 



























































2人産む予定 l人だけ 産まない 有意度
58.9 41. 1 0. 0 
53. 2 45.2 1. 6 
0. 187 
56. 5 42.4 1. 4 
50.9 47.8 1. 3 0. 582 
58.8 40. 5 0. 7 
57. 5 40.6 1. 8 
62. 5 37. 5 0. 0 
57.6 42.4 0. 0 
0. 386 
49. 5 49. 5 1. 0 
61. 7 37. 3 1. 0 
49.0 49.4 1. 6 0. 082 
56. 7 43. 3 0. 0 
48. 7 51. 3 0. 0 
54. 5 45. 5 0. 0 
67. 5 32. 5 0. 0 
0. 016 
55.8 41. 7 2. 5 
56. 1 42. 1 1. 8 
53. 1 45.8 1. 1 0. 744 
17. 5 13.4 0. 0 
40.0 60.0 0. 0 
62. 7 35.8 1. 5 
51. 6 47. 2 1. 2 0. 243 
57. 7 41. 2 1. 0 
53. 0 47. 0 0. 0 
54.0 45.2 0. 8 
54.8 44.0 1. 3 
0.902 
49.4 50.6 0. 0 
60. 5 37.2 2. 4 
0. 001 
59.0 39.0 2. 0 
73. 5 26. 5 0. 0 
49. 7 49. 7 0. 6 0. 009 
55. 2 40. 3 4. 5 
51. 1 48.9 0. 0 
研究の結果、理想とする子供の数についてみれば、 82.5%の 「単独夫婦Jが家庭には「
二人の子供」がし 1ることが最も理想的としていることがわかった。また出産を望む子供数
からみれば、 73.1%の「単独夫婦」が二人の子供をもつことを望んでいる。出産政策の背
景のもとで、均しく約半分の「単独夫婦」と 「双独夫婦」は二人の子供を産むつもりであ
ることがわかった。
理？慢とする子供の数と出産を望む子供の数では、 三種類の夫婦の聞にはっきりとした差
異は現れなかった。しかし、政策による子供の出産数からみると、 「双非夫婦J （どちら
も一人っ子ではない夫婦）はその他の二つの種類の夫婦よりもさらに強烈な出産に対する
願望があることがわかった。
研究において、理想とする子供の数と、出産を望む子供の数と政策による子供の出産数
の聞には一定の差異が存在し、主に理想とする子供の数は出産を望む子供の数よりも多く
、出産を望む子供の数は政策出産子女数よりも多いのである。
この他に、以前の研究と比べると、 「単独夫婦」の出産意思は比較的大きな変化が生ま
れており、 2014年に二つの都市で調査したところ、 「単独夫婦Jは二人の子供を持つつも
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「一人っ子の夫婦Jの二人目出産意思とその関係因子
りがある割合は 2008年の調査よりも高くなっていた。
サンプルの中の「単独夫婦j の個人的背景の変量と彼らの二人の子供を出産するという
願望から相互に分析を進めると、異なる政治的状態、異なる都市、異なる職業の「単独夫
婦」は異なる二人の子供を産む計画を持っていることがわかった。
（二）いくつかの問題についての討論
l、出産政策と出産意思の聞の関係についての問題
「単独二抜（親の片方が一人っ子であれば二人の子供がもてる）」という政策と次第に
実施される過程は、出産政策と出産意思の聞の関係についての問題の研究のため、得難い
機会を与えてくれる。この調査研究の結果から、同類の人々のグループが理想とする子供
の数、出産を望む子供の数と子供の出産数についての政策についての回答に明らかに差異
が生じていたことがわかる。同時に、出産政策という背景の下で、 三種類の夫婦の聞には
一定の差異が存在しており、新しい政策における誘導作用ははっきりとしている。
2、 「単独夫婦」の出産意思が変化する問題について
「単独夫婦」の出産への願望は本当に「単独二該」という政策の実施のために、急変し
たのだろうか。本研究中では、我々は明確な答えを得ることができなかった。二回の調査
の研究対象、サンフ。ルの採取方法、研究計画などの各方面は異なる部分があったため、研
究の結果においても比較的大きなずれがあった可能性がある。これはみな対比の結果に影
響を与えるものかもしれない。
3、本研究の結果が未来の出産率の変化趨勢について予測し分析する意義について
未来の一定の時間の中で、子供二人を出産する条件に符合する「単独夫婦」の規模及び
彼らの有している二人の子供をもっ願望は、中国の出産率の水準に変化を与える重要な要
素である。本研究の結果は「単独夫婦」の子供を二人生む願望は大体約 50%くらいであり
この結論が学者によって未来の出産率の変動状況の計算、また結果の予測、最新の情報
を提供することが可能であり、同時に客観的な現実状況を把握するための参考すべき根拠
として適格かもしれないことを表している。
4、本研究の限界
経費、労力、時間、精力などの各方面からの制限があったため、このたびの調査は都市
と職業の選択及び具体的なサンフ。ルの採取などの方面において、 一定の制約を受けた。こ
のため、本研究の結論は、一定程度において特定の都市と特定の職業における部分的な既
婚で職業を持っている若者の出産意思についての状況を説明できるだけであり、全国の範
囲のすべての若い夫婦にまで結果を押し広げることはできないのである。
なお、本研究は中国政府の国家社科基金青年項目の「男女不均衡が若者の配偶者選びに
与える影響に関する研究j の資金援助を受けている。項目番号は「13CSH046J である。
（翻訳福谷彬）
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